
 

入札説明書 

  

 「山形運輸支局構内除排雪業務請負単価契約」に係る入札公告（令和 6 年 11 月 7

日付）に基づく入札等については、会計法（昭和 22 年法律第 35 号）、予算決算及び

会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）等の法令等に定めるものの他、この入札説明書に

よるものとする。 

 

１. 契約担当官等 

支出負担行為担当官 東北運輸局長 川﨑 博 

２. 仕様 

  別紙｢仕様書｣のとおりとする。 

３. 入札者の経営上の資格及び技術上の資格について 

 （１）次の者は、競争に参加する資格を有さない。 

① 予算決算及び会計令第７０条の規定に該当する者 

     なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要

な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

② 予算決算及び会計令第７１条の規定に該当する者。 

③ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるも

のとして、国土交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続し

ている者 

④ 労働者派遣法（第３章第４節の規定を除く。）の規定又はこれらの規定に  

基づく命令に違反した日若しくは処分（指導を含む）を受けた日から５年を

経過していない者 

      （これらの規定に違反して是正指導を受けた者のうち、入札参加関係書類提

出時までに是正を完了している者を除く。） 

⑤ 労働保険・厚生年金保険・全国健康保険協会官掌健康保険又は船員保険の  

未適用及びこれらに係る保険料の未納がある者（入札参加関係書類提出時に

おいて、直近２年間の保険料に未納がある場合。） 

⑥ 以下の各号のいずれかに該当し、かつその事実があった後２年を経過して 

いない者（これを代理人、支配人その他の使用人として使用する者について

もまた同じ。） 

・ 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物品の品 

質若しくは数量に関して不正の行為をした者 

・ 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し、若しくは不正の利益

を得るために連合した者 

・ 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

・ 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 



 

・ 正当な理由が無くて契約を履行しなかった者 

・ 入札に対し係官の業務を妨げ若しくは忌避し、又は質問に対し虚偽の答弁 

を行った者 

・ 前各号のいずれかに該当する事実があった後２年を経過しない者を、契約 

の履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した者 

⑦ 東北運輸局長より指名停止措置を受け、指名停止期間中である者 

（２） 令和４・５・６年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提

供等」において「C」又は「D」等級に格付けされ東北地域の競争参加資格を

有する者であること。 

（３） 電子調達システムによる場合は、電子認証（ＩＣカード）を取得している

こと。 

４．入札者に要求される事項 

（１） この一般競争に参加を希望する者は、仕様書等の契約担当官等が示す業務仕

様書等を熟覧し、東北運輸局競争契約入札心得を承諾のうえ、期日までに確認書

を下記メールアドレスへ提出すること。なお、電子入札の者は「様式６」、紙入

札の者は「様式７」を使用すること。 

確認用提出メールアドレス tht-nyusatsukakunin@ki.mlit.go.jp 

    

  (２) 入札参加資格の証明書等として、下記書類を期限までに提出すること。 

・ 競争参加資格格付けを証明する書類 

    「資格審査結果通知書（全省庁統一資格）」の写し 

・ 労働者派遣法、労働保険・厚生年金保険等に関する誓約書（入札心得別添２） 

なお、電子入札の者は電子調達システム上で上記書類を提出し、紙入札の者

は上記書類に加えて、紙入札参加願（様式１）を期日までに持参すること。ま

た、証明書等を提出した者は、開札日の前日までの間において、契約担当官等

から当類に関し説明を求められた場合には、これに応じなければならない。 

（３） 入札書の提出方法は次のとおりとする  

① 電子調達システムによる入札の場合は、入札書を期限までに送信するもの

とする。 

② 紙による入札の場合は、別途様式により入札書を作成し、封書に件名、入

札者氏名を表記し、入札公告において指定する期限までに、指定する場所に

提出しなければならない。また、入札書の押印を省略する場合は、その旨を

明示し、かつ、入札書の余白に「本件責任者及び担当者」の氏名・連絡先を

記載するものとする。 

③ 郵送による入札が認められている場合は、前途により作成した封書を郵送

用の封書に入れ、指定する期限までに指定する場所に必着しなければならな

い。また、入札書の押印を省略する場合は、郵送用の封書に押印省略の旨を

表記し、かつ、入札書の余白に「本件責任者及び担当者」の氏名・連絡先を



 

記載するものとする。 

④ 紙入札方式による入札者にあって、代理人が入札する場合においては、委

任状に記名のうえ、入札書と同時に提出することとする。 

⑤ 入札者又はその代理人は、本案件に係る入札について他の入札者の代理人

を兼ねることが出来ない。 

（４） 落札決定に当たっては、入札書に記載した金額に当該金額の１０パーセント

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある場合は、その

端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を記載した入札書を提

出しなければならない。 

５．電子調達システム締切期限 

 （１）入札参加申請及び入札書類データ（証明書等）提出締切期限 

     令和６年１１月２８日（木）１６時００分 

 （２）入札書送信締切期限 

     令和６年１２月２日（月）１３時２５分 

６．紙入札提出期限 

（１）入札参加申請及び入札書類データ（証明書等）提出締切期限 

令和６年１１月２８日（木） １６時００分（郵送の場合は必着とする。） 

（２）入札書提出期限 

令和６年１２月２日（月） １３時２５分（郵送の場合は必着とする。） 

７．開札執行日時 

令和６年１２月２日（月） １３時３５分 

８．入札開札の場所 

仙台市宮城野区鉄砲町１番地 仙台第４合同庁舎  

東北運輸局 ５階 会議室 

９．入札書の取扱い 

   提出された入札書は、開札前も含め返却しないこととする。 

    入札参加者が連合し若しくは不穏の行動をなす等の情報があった場合又は

それを疑うに足りる事実を得た場合には、入札書及び内訳書を必要に応じ公正

取引委員会に提出する場合がある。 

10． 落札者の決定方法 

  (１) 支出負担行為担当官が競争参加資格を有すると判断した者による入札で

あって、予算決算及び会計令第７９条に基づいて作成された予定価格の範囲

内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

 (２) 開札した場合において、各人の入札のうち予定価格の制限に達した価格の

入札がないときは原則として、その場で１回まで再度入札を行うものとする。 

なお、当該入札回数までに落札者が決定しない場合は、原則として予算決



 

算及び会計令第９９条の２の規定に基づく随意契約には移行しないが、再度入

札時の応札価格と開差が僅少であるなどの場合は、随意契約に向けた協議に入

ることがある。この場合、入札辞退者を除くすべての入札参加者を対象（以下

「対象者」という。）とする。  

 (３)  (１)及び(２)において、予定価格の制限の範囲内で、かつ、最低価格をもっ

て有効な入札を行った者が複数ある場合においては、｢くじ引き｣によって、落

札者を決定する。 

11. 入札の無効 

   本入札説明書に示した競争参加資格のない者、入札条件に違反した者、入札者 

に求められる義務を履行しなかった者のした入札及び虚偽の内容による記載を 

行った入札並びに以下により提出された入札は無効とする。 

 ① 記名を欠く入札。 

（押印を省略する場合、「本件責任者及び担当者」の氏名・連絡先の記載がな

い入札） 

② 金額を訂正した入札。 

③ 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札。 

④ 東北運輸局入札者心得、入札公告、入札説明書等で示した事項に関する条 

件に違反した入札。 

12. 入札の延期等 

   入札者が相連合し又は不穏な挙動をする等の場合にあって、競争入札を公正に

執行することが出来ない状態にあると認められる時は、本案件に係る入札を延期

し、又はこれを取り止めることがある。 

13．入札辞退者の取り扱い 

      当初入札又は再度入札において入札を辞退した者は、それ以降の当該入札手続

きに参加できないものとする。 

   入札参加者全員が入札を辞退した場合は、発注内容等の再検討等必要な措置を

した上で再度公告入札又は指名換えを行うものとする。この場合、10.（２）の不

落随契手続きへの移行はできないものとする。 

14. 談合等不正行為があった場合の違約金等 

 ① 受注者が、次に掲げる場合のいずれかに該当したときは、受注者は、発注者の

請求に基づき、契約額（この契約締結後、契約額の変更があった場合には、変更

後の契約額）の 10 分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内

に支払わなければならない。 

   (ⅰ) この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する 

    法律(昭和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。)第３条の規定

に違反し、又は受注者が構成事業者である事業者団体が独占禁止法第８条

第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が受注者に対し、独

占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合



 

を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）

を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止

法第 63 条第２項の規定により取り消された場合を含む。） 

(ⅱ) 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除

措置命令（これらの命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業者団

体（以下「受注者等」という。）に対して行われたときは、受注者等に対す

る命令で確定したものをいい、受注者等に対して行われていないときは、

各名宛人に対する命令すべてが確定した場合における当該命令をいう。次

号において同じ。）において、この契約に関し、独占禁止法第３条又は第８

条第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動があったとされた

とき。  

(ⅲ) 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止

法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及

び当該違反する行為の対象となった取引分野が示された場合において、こ

の契約が当該期間（これらの命令に係る事件について、公正取引委員会が

受注者に対して納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令に

おける課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除く。）に

入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野

に該当するものであるとき。 

(ⅳ) この契約に関し、受注者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。） 

  の刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 96 条の６又は独占禁止法第 89 条第

１項若しくは第 95 条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

 

② 受注者が前項の違約金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、受注

者は、当該期間を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ､年３.０パ

ーセントの割合で計算した額の遅延利息を発注者に支払わなければならない。 

③ 受注者がこの契約に基づく違約金、損害金又は賠償金を発注者の指定する期

間内に支払わないときは、発注者は、その支払わない額に発注者の指定する期

間を経過した日から契約代金額支払の日まで年３.０パーセントの割合で計算

した利息を付した額と、発注者の支払うべき契約代金とを相殺し、なお不足が

あるときは追徴する。 

④ 前項の追徴をする場合には、発注者は、受注者から遅延日数につき年３.０パ

ーセントの割合で計算した額の延滞金を徴収する。 

15. 質問及び回答 

  ① 質問については、軽微な事項については口頭及び電話等で受付け、その場で

回答することとし、仕様の変更に係わる等重大な事項については原則として文

書で受付けることとする。 

  ② 質問書の提出期限 令和６年１１月２８日（木）１２時００分 



 

③ 仕様の変更に係わる等重大な事項についての質問書の回答については、回答

書を仕様書の追補とし、遅滞なく入札参加申請者に通知するものとする。 

16.   異議の申し立て 

      入札者は入札後、この入札説明書及び仕様書等について、不明を理由として異 

義を申し立てることはできない。 

17.  注意事項 

   ①  本案件における調査基準額を設定した場合であって、最低入札価格が調査基

準額を下回った場合には、本入札は保留とし、低入札価格調査を実施する。 

    このため、該当する最低入札価格を提出した者は、後日調査に協力すること。 

       また、調査結果次第では、契約を締結しない場合があるので、注意すること。 

   ②  電子調達システムにより提出された入札書及び書面により提出された入札書

については、全て有効なものとして取り扱うものとし、開札前であっても、差

換、変更、取消はできないものとする。また、落札決定後における本案件の入札

辞退等を行なう場合は、原則として指名停止措置が講じられるので、注意する

こと。 

18. その他 

   「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」（令

和４年９月１３日ビジネスと人権に関する行動計画の実施に係る関係省庁施策

推進・連絡会議決定）を踏まえて人権尊重に取り組むよう努めること。  

 


